
指定難病にかかっていることを証明する方法は複数あります。登録者証が必要になるかど

うかは次のフロー図でご確認ください。「受給者証」＝「特定医療費（指定難病）受給者証」

登録者証（指定難病）について

１ 登録者証とは

国が定めた疾病（指定難病）にかかっていることを証明するものです。

疾病ごとに診断基準があり、診断基準を満たしている必要があります。

診断基準を主治医の先生にご確認いただき、申請についてご相談ください。診断基準は厚

生労働省のホームページでもご確認いただけます。

厚生労働省「指定難病の概要、診断基準等、臨床調査個人票（告示番号1～341）※令和６年４月

１日より適用」のURL

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36011.html

２ 登録者証が必要な方

1

指定難病と診断され、指定難病
の診断基準を満たしているか

④登録者証の
対象外です。

はい いいえ

現在有効な受給者証を持ってい
るか

①受給者証で、
指定難病にか
かっていること
を証明可能です。

はい

いいえ

②有効期限切れの受給
者証、重症度を満たさ
ないことを理由とした
不認定通知で、指定難
病にかかっていること
を証明可能です。

有効期限切れの受給者証を持っている 又は
重症度を満たさないことを理由とした不認定
通知を持っているか

③登録者証の申請が
可能です。

はい いいえ

①②の方で希望する方は、登録者証の申請も可能です。



利用するサービスの窓口でマイナンバーカードを提示することで、マイナンバー連携によ

り、診断書に代わり、難病患者であることを証明ができます。

手続きの種類によっては、別途診断書が必要になる場合がありますので、利用するサービ

スの窓口に御確認ください。

【利用先の例】

2

３ 登録者証の申請・交付

4 登録者証の利用先

申請先は、住民票のある住所を管轄する保健所窓口になります。

登録者証の交付は、原則としてマイナンバー情報連携を活用するため、マイナンバーカー

ドが登録者証になります。ただし、マイナンバー情報連携を活用することができない状況に

あるときは、申請者からの求めに応じて書面による交付も可能です。

サービス概要 窓口

障がい福祉サービス等
（介護給付・訓練等給付・地域相談支援給付）

市町村

公共職業安定所（ハローワーク）における 職業相
談・職業紹介

公共職業安定所
（ハローワーク）

障害者就業・生活支援センター事業
就業面（就職に向けた支援、職場定着支援等）及
び生活面（生活習慣の形成等）における一体的な
支援

各障害者就業・生
活支援センター

５ よくある質問

Ｑ１ マイナンバー連携で登録者証を登録したが、後から紙の登録者証も交付可能か。

Ａ１ 交付可能です。所管する保険所窓口で、再交付申請書を提出してください。

Ｑ２ 県外に引っ越すが、届け出が必要か。

Ａ２ 届け出不要です。県外でも、使用できます。

Ｑ３ 登録者証も、特定医療費（指定難病）受給者証と同様に更新申請が必要か。

Ａ３ 登録者証は、発行日から有効で、終期はありませんので、更新は不要です。なお、要

支援者が亡くなられた等で資格喪失した際は、喪失届を提出してください。


